
一

・
'

年
4
月
1
日
に
消
費
税
率
は

一

内

=

4

5
%
か
ら
8
%
に
引
き
上
げ

一

4
.

ら
れ
る
。
こ
れ
は
社
会
保
障

・
税

一
体
改
革
の
先
駆
け
で
あ
る
。
も

し
2
0
1
5
年
叩
月
に
消
印
税
率
が
日

%
に
引
き
上
げ
ら
れ
れ
ば
、
内
閣
府
が

今
年
1
月
に
公
表
し
た

「
中
長
期
の
経

済
財
政
に
関
す
る
試
釣
」
等
で
も
明
ら

か
な
通
り
、
基
礎
的
財
政
収
支
(
対
G

D
P比
)
は
一
時
的
に
改
善
に
向
か
う
。

だ
が
、
社
会
保
障
給
付
費
は
こ
こ
叩

年
の
平
均
で
毎
年
2
・
6
兆
円
の
ス
ピ

ー
ド
で
膨
張
し
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な

状
況
で
は
、
社
会
保
障
の
抜
本
改
革
を

実
施
し
、
財
政
赤
字
の
削
減
を
図
ら
な

い
限
り
、
政
府
伯
務
(
対
G
D
P比
)

の
急
増
を
抑
制
で
き
な
い
。
そ
れ
で
も
、

財
政
が
安
定
し
て
い
る
大
き
な
理
由
は
、

日
本
銀
行
に
よ
る
異
次
元
の
量
的
緩
和

で
長
期
金
利
の
上
昇
が
抑
制
さ
れ
て
き

た
か
ら
で
あ
る
。

一
方
、
米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会

(
F
R
B
)
は
、
昨
年
ロ
月
の
述
邦
公

開
市
業
員
会

(F
O
M
C
)
で
、
つ

い
に
批
的
緩
和
策
の
縮
小
開
始
を
決
定

し
た
。
そ
の
結
果
、
金
融
政
策
の
出
口

戦
略
に
お
い
て
日
本
の
み
が
取
り
残
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

現
在
で
も
、
日
銀
の
総
資
産
の
対
G

金融政策の出口戦略で
避けては通れない
財政・社会保障改革
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2016年末の日本銀行の総資産の対GDP比
政府統計と日本銀行のデータを基にした、 m者による簡易tfut

D
P比
は
約
必
%
と
他
の
主
要
国
の
中

央
銀
行
に
比
べ
て
突
出
し
て
い
る
。
F

R
Bや
欧
州
中
央
銀
行
、
イ
ン
グ
ラ
ン

ド
銀
行
は

m
iお
%
の
範
聞
内
に
あ
る
。

鐙
者
の
簡
易
推
計
で
は
、
日
銀
だ
け
が

異
次
元
緩
和
を
継
続
す
る
場
合
、

凶
年

末
に
は
、
日
銀
の
総
資
産
の
対
G
D
P

比
は
約
苅
%
に
達
し、

翌
年
に
は
初
%

を
起
す
見
込
み
だ
。

も
し
も
中
東
情
勢
が
急
変
し
て
原
油

価
格
が
高
騰
す
る
な
ど
突
発
的
な
イ
ン

フ
レ
が
起
き
た
場
合
、
日
銀
は
も
は
や

イ
ン
フ
レ
を
制
御
で
き
な
い
だ
ろ
う
。

日
銀
が
イ
ン
フ
レ
を
抑
制
す
る
に
は
、

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
に
抱
え
る
長
期
国
債

を
市
場
に
放
出
し
て
減
少
さ
せ
、
異
次

元
緩
和
で
膨
張
さ
せ
た
マ
ネ
タ
リ
1
ベ

ー
ス
を
縮
小
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。
だ

が
そ
の
場
合
、
国
債
価
格
が
暴
落
し、

長
期
金
利
が
上
昇
し
て
財
政
を
直
撃
す

る
可
能
性
が
あ
る
。

そ
の
よ
う
な
状
況
を
回
避
す
る
に
は
、

あ
ら
か
じ
め
国
債
発
行
詰
を
縮
小
す
る

こ
と
が
肝
要
だ
。
す
な
わ
ち
、
社
会
保

障
給
付
費
な
ど
の
歳
出
を
見
直
す
必
要

が
あ
る
。
デ
フ
レ
脱
却
の
重
要
性
に
異

論
は
な
い
が
、
金
融
政
策
の
出
口
戦
略

を
成
功
さ
せ
る
た
め
に
は
、

財
政

・
社

会
保
障
改
事
乞
避
け
て
は
通
れ
な
い
。
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